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 この報告は、国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律

（平成４年法律第７９号）第７条の規定に基づき、国会に報告する

ものである。 

 

 



 

 

東ティモール国際平和協力業務の実施の結果 

 

１  経緯 

東ティモールに関しては、１９７０年代半ば以降、インドネシア共和

国及び旧宗主国であるポルトガル共 和国を含む国際社会において、その

国際的な地位をめぐって問題が生じ ていた。１９９９年５月、インドネ

シア共和国、ポルトガル共和国及び 国際連合の間で、インドネシア共和

国政府が提案した東ティモールにお ける特別な自治に対する枠組案に対

する東ティモール人の民意を東ティ モール人による直接投票で確認する

こと等を内容とする基本合意等が成 立し、同年８月３０日に直接投票が

実施され、その結果有効投票総数の ７８．５％の有権者によりインドネ

シア共和国政府の自治提案が拒否さ れた。同年１０月２０日には、イン

ドネシア共和国の最高意思決定機関 である国民協議会において、直接投

票の結果を受け入れること等を内容とする同協議会決定が採択された。 

同月２５日、国際連合安全保障理事会は決議第１２７２号を採択し、

国際連合東ティモール暫定行政機構 （以下「ＵＮＴＡＥＴ」という。）

を設立した。これにより、ＵＮＴＡ ＥＴは東ティモール統治に対する全

般的責任を付与されるとともに、立 法、行政及び司法に係るすべての権

限を行使する権能を与えられた。Ｕ ＮＴＡＥＴにより２００１年８月３

０日には憲法制定議会議員選挙が、 また２００２年４月１４日には大統

領選挙が実施され、同年５月２０日 、東ティモール民主共和国として独

立した。 

ＵＮＴＡＥＴは、東ティモールの独立によりその任務を終了したが、

国際連合安全保障理事会決議第１４ １０号に基づき、同日をもって引き
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続き東ティモールの安全の確保及び 自立支援を目的とする国際連合東テ

ィモール支援団（以下「ＵＮＭＩＳＥＴ」という。）が組織された。 

ＵＮＭＩＳＥＴ展開後、東ティモール内の治安状況は改善し、国家制

度の構築も進展を見たが、司法分野 を中心として国家機能が十分には機

能していないこと及び国境警備隊の能力が十 分でないことを理由として、

国家制度の構築支援、警察能力向上 支援並びに民主的統治及び人権の遵

守に関する訓練支援等を目的として 、２００５年４月２８日に国際連合

安全保障理事会決議第１５９９号が 採択され、国際連合東ティモール事

務所（以下「ＵＮＯＴＩＬ」という。）が設立された。 

ＵＮＯＴＩＬは、２００６年５月で任務を終了する予定であったが、

同年４月に、離脱兵士による抗議活 動に便乗した暴力行為に対し国軍が

投入されて以降、治安状況が極度に 悪化し、東ティモール政府からの要

請により、治安の維持及び回復並び に２００７年の大統領選挙及び国民

議会選挙の実施支援等を目的として 、２００６年８月２５日に国際連合

安全保障理事会決議第１７０４号に 基づき、国際連合東ティモール統合

ミッション（以下「ＵＮＭＩＴ」という。）が設立された。 

このための要員の派遣について、国際連合から我が国に対し要請があ

ったところであるが、国際連合平和 維持活動等に対する協力に関する法

律（平成４年法律第７９号。以下「 国際平和協力法」という。）第３条

第１号に規定する武力紛争の停止及 びこれを維持するとの紛争当事者間

の合意があり、受入国及び紛争当事 者の国際連合平和維持活動への同意

並びに当該活動の中立性という点に 関しては、ＵＮＭＩＴについてそれ

ぞれが満たされており、また、国際 平和協力法第６条第１項に規定する

我が国の国際平和協力業務の実施に ついての紛争当事者及び受入国の同

意も得られていた。 
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これらを踏まえ、我が国としても、世界の平和と安定のために一層の

責務を果たしていくに当たり、国際 連合による国際平和のための努力に

対し人的な協力を積極的に果たして いくため、この要請に応分の協力を

行うこととした。このため、昨年１ 月２６日、「東ティモール国際平和

協力業務の実施について」及び「東 ティモール国際平和協力隊の設置等

に関する政令（平成１９年政令第１ ６号）」の閣議決定を行い、同月３

１日に東ティモール国際平和協力隊 を設置し、これにより、国際平和協

力業務を実施した。 

 

２  東ティモール国際平和協力業務の実施の結果に関する事項 

（１）文民警察業務の概要 

ＵＮＭＩＴ文民警察部門は、東ティモールの首都ディリに所在し、

昨年末現在で各国から派遣された約１，５００名の要員により構成さ

れていた。 

世取山茂警視長他計２名の文民警察要員（以下「第１次文民警察要

員」という。）は、国際平和協力本部による研修を経て、昨年１月３

１日に本邦を出発、２月２日に東ティモールに到着し、ＵＮＭＩＴ本

部の文民警察部門に配置された。第１次文民警察要員は、世取山警視

長がＵＮＭＩＴ文民警察コミッショナーの特別顧問として、また、宇

都徹警視が世取山特別顧問の補佐官として、東ティモールの治安維持

に責任を有するＵＮＭＩＴ文民警察部門に対する助言等の業務を実施

したほか、東ティモール国家警察（以下「ＰＮＴＬ」という。）の再

建支援の基礎となる実態の把握に加え、ＰＮＴＬ幹部研修を実施し、

ＰＮＴＬ警察官の教本の整備や海外研修の要員選定に関する助言等を

行うなどの業務を行った後、昨年８月３日に帰国した。 
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次いで富田邦敬警視長他計２名の文民警察要員（以下「第２次文民

警察要員」という。）は、国際平和協力本部による研修を経て、昨年

８月３日に本邦を出発、同月４日に東ティモールに到着し、ＵＮＭＩ

Ｔ本部の文民警察部門に配置された。第２次文民警察要員は、富田警

視長がＵＮＭＩＴ文民警察コミッショナーの特別顧問として、また、

筒井宏和警視が富田特別顧問の補佐官として、第１次文民警察要員の

業務を引き継ぎ、ＵＮＭＩＴ文民警察部門に対する助言等の業務を実

施した。特に第１次文民警察要員が編さんを始めたＰＮＴＬ警察官の

教本については、その原稿を完成させ、本年２月５日に帰国した。 

 

（２）連絡調整業務の概要 

関係省庁（内閣府、警察庁及び外務省）から派遣された連絡調整要

員は、我が国の国際平和協力活動を円滑かつ効果的に行うため、国際

平和協力本部による研修を経て、昨年１月３１日以降、逐次業務に従

事した。連絡調整要員は、首都ディリに最大３名配置され、ＵＮＭＩ

Ｔ及び派遣先国政府当局その他の関係機関と文民警察要員との連絡調

整業務に従事し、本年２月９日までに全員帰国した。 

 

３  まとめ 

  ＵＮＭＩＴの目的は、東ティモールにおける治安の維持及び回復並び

に大統領選挙及び国民議会選挙の実 施支援等であるが、大統領選挙、同

選挙決選投票及び国民議会選挙は治 安面も含めて大きな混乱もなく昨年

４月から６月にかけて実施され、こ れらの選挙の結果、同年５月２０日

に新大統領が、８月８日に新首相が それぞれ就任し、新政権の下で東テ

ィモール自立のための新たな国づく りに向けた取組が始まったところで
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ある。このような東ティモールにと って重要な時期に、我が国としても

ＵＮＭＩＴの活動に対して協力をなし得たことの意義は大きい。 

 我 が国の文民警察要員はＵＮＭＩ Ｔ文民警察部門の中枢においてその

経験及び能力を十分に発揮して業務 を実施し、ＵＮＭＩＴからＰＮＴＬ

の基礎的能力向上等の分野で大きな 成果を上げたとの評価がなされた。

特に我が国の文民警察要員が中心と なって進めたＰＮＴＬ警察官の教本

の編さんは、最も基礎的な警察官教 育の整備という点で、これからのＰ

ＮＴＬの中長期的な再建に道筋を付 けるものであり、ＵＮＭＩＴ関係者

及び東ティモール政府関係者から高い評価を受けたところである。 

 なお、東ティモール国際平和協力業務が終 了した後の本年２月１１日、

大統領及び首相が襲撃され、大統領 が重傷を負うという強く非難される

べき事件が発生した。その後、東テ ィモール政府及び同国国民は冷静な

対応を示してきているが、治安の情 勢を含む今後の推移が注目されると

ころである。 

 今 回の東ティモール国際平和協力 業務は、我が国としては平成４年か

ら平成５年にかけてのカンボジアへ の派遣及び平成１１年の東ティモー

ルへの派遣に続く三度目の文民警察要員の派 遣となるが、政府としては、

これらの貴重な経験を今後の業務に いかすことが肝要と考えており、今

後とも、国民の理解と支持を得つつ 、国際平和協力法に基づいて協力を

進めていくこととしたい。 
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（注１）二重線は我が国要員が配置された部門 
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